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　'2015年１月中旬から下旬にかけ
ての経済状況について、関連する
業界、地域等の現状やご自身の知
見・経験等を踏まえ、3か月前(2014
年10月中旬から下旬)と比べて良く
なっているか、悪くなっているか選
んでいただき、その理由をデータや
具体的な事例とともに300字以内で
ご記入ください。その際、前年との
違い等お気づきの点があれば併せ
てご記入下さい。

２－１

「経済財政諮問会議における今後
の課題について」（平成26年12月27
日経済財政諮問会議　甘利経済財
政政策担当大臣提出資料）をご覧
いただき、特に強化・加速すべきと
お考えになる取組について具体的
なご意見がございましたら500字以
内でご記入ください。

２－２

　質問２－１でご提案いただいた取
組について、その背景となる具体的
な事例やモデルがあればご紹介く
ださい。

- 別紙のとおり

良くなってい
る

悪くなってい
る

-

デフレ脱却・経済の好循環の継続に向けた取組

　わが国の足元の潜在成長率は0.6％に低下。経済成長には、設備投資の促進、生産性や付加価値の向上、女性や
高齢者の労働参加率を高めることが不可欠。特に、地方の中核となる中堅・中小企業の輸出・海外展開、研究開発等
を地域の産学金官が連携して支援し、イノベーションを徹底的に後押しすることが必要。
　円安に伴うコスト増の価格転嫁が円滑にできる環境づくりと併せ、中小企業側も積極的に価格転嫁を要求する取組
みが必要。電力コスト負担は限界であり、安全が確認された原発の再稼働に向け、国が前面に出て国民の理解促進
を図り、審査手続等のスケジュールを明示すべき。労働力不足も深刻で、商工会議所調査でも人手を確保できず受注
できないとの悲痛な声がある。多様な働き方を可能にする労働時間制度改革などのほか、女性の社会進出を促す世
帯単位での社会保障・税制への見直しや少子化対策への思い切った財源シフトを行うべき。
　観光・農林水産業など地域資源の活用と、基盤となるインフラ整備も不可欠。北海道新幹線の全線開業前倒しやリ
ニア新幹線着工等による期待感で地元では投資等の動きが活発化。インフラ整備は計画期間を早期に明確化し、短
期集中して開業し、コスト回収を図るべき。
　商工会議所が要望している規制制度改革や、今般創設される「地方創生特区」は早急に実施すべき。地方創生は政
策を網羅的に総動員し、目標と期限を定めジャンプスタートが肝要。

政策コメンテーター報告（第１回、意見照会期間：2015年1月20日～1月30日）　中村　利雄：日本商工会議所専務理事

質問事項

経済動向

　中小企業の足元の景況感は、原油安が好材料となる一方、受注・売上の伸び悩みや収益改善の遅れなどから、昨
年秋以降、総じて足踏み状況である。
　中小企業においては、円安進行による一段のコスト増を取引価格に転嫁することが困難であるほか、消費者の日用
品に対する節約志向が続いているとの指摘があるものの、高付加価値商品の需要が堅調な中、冬の賞与増や外国
人観光客の増加もあって、販売が伸びているとの声も聞かれる。その結果、都市部においては持ち直しの動きが伺え
るが、人口規模の小さい地域との間で、景気回復の実感に格差が生じている。
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（第１回政策コメンテーター報告） 

テーマ２：デフレ脱却・経済の好循環の継続に向けた取組について 

(質問２－２) 具体的な事例・モデル 

１．産・学・金・官連携により地域の中堅・中小企業のものづくりを総合的に支援してい

る事例〔長岡産業活性化協会（新潟県長岡市）〕 

・  長岡商工会議所や長岡市等が 2005 年に設立〔通称：ＮＡＺＥ（ナゼ）、71 会員（2015
年１月現在）〕。①人材育成・交流（「長岡モノづくりアカデミー」、「ＮＥＸＴ道場」な

ど次代を担う後継人材の育成等）、②技術協力・連携マッチングの場の提供（会員企業

が持つ技術のデータベース化・Ｗｅｂでの公開、連携強化のためのコーディネート等）、

③生産性向上・効率化支援（５Ｓセミナー（整理・整頓・清掃・清潔・躾）等）、④販

売促進支援、⑤取引先販路開拓支援（新潟県内外の展示会等への出展等、「ＮＡＺＥ豪

技（ごうぎ）」の認定）などの支援事業を行っている。

・  会員企業が、独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）の中小企業向け海外支援事業

において、2014 年に２件、また戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）にお

いて、2012・14 年で２件がそれぞれ採択されたほか、大学との共同研究がこれまでに

23 件成立し、20 件が事業化している。 

■長岡産業活性化協会（ＮＡＺＥ）の概要
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２．地方、中小企業が景気回復を実感できない最大の原因であるコスト増と転嫁状況 

（１）コスト増状況及び販売価格への転嫁状況 

・ 日本商工会議所が 2015 年１月に実施した調査（商工会議所ＬＯＢＯ調査）では、消

費者向け商品・製品（ＢtoＣ）の販売価格の設定について、一年前と比較して、「上昇」

したと回答した企業（全産業）は 25.8％。コスト(原材料価格･人件費･燃料費･電力料

金)増加分を販売価格に転嫁できた企業（全産業）は全体の 23.9％。 
・ 企業向け商品・製品（ＢtoＢ）の販売価格の設定について、一年前と比較して、「上

昇」したと回答した企業（全産業）は 21.0％。コスト(原材料価格･人件費･燃料費･電

力料金)増加分を販売価格に転嫁できた企業（全産業）は全体の 19.4％。 

資料：日商「商工会議所 LOBO（早期景気観測）調査」（2015 年１月調査） 

２－２別紙（中村　利雄：日本商工会議所専務理事）
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（２）中小企業の電力コスト負担は限界 

・ 日本商工会議所が 2014 年 11 月～12 月に実施した調査（電力コスト上昇の負担限界

に関する全国調査。2015 年 1 月公表）では、東日本大震災直後（2011 年４月～2012
年３月）と調査期間直前（2013 年９月～2014 年８月）のそれぞれ１年間における比

較で、電力コスト単価（１kWh あたり電力コスト）は回答した中小企業の年平均で 4.19
円、28.1％上昇。電力コストの年間総額は平均で約 1000 万円上昇。 

・ 電力コスト上昇をどこまで受け入れられるか質問したところ、「１円／kWh 未満」

との回答が 57.0％で、「１円／kWh」（10.2%）と合わせると３分の２を超える。 
・  今後、電力コストが上昇した場合に検討する対応策では、「人員、人件費の削減」と

回答した割合が全体で 56.5％と最も高く、製造業では 61.0％に上る。 
・ また、「設備増強や研究開発活動の縮小・抑制」と回答した割合は全体で 36.3％、製

造業に絞ると 41.7％に達している。 

■電力コスト上昇の負担限界に関する全国調査結果結果（2015 年１月公表）

①電力コストの上昇
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②電力コスト上昇の負担の限界

③今後、電力コストが上昇した場合に検討する対応策（複数回答）

資料：日商「電力コスト上昇の負担限界に関する全国調査」（2015 年１月公表） 

資料：日商「電力コスト上昇の負担限界に関する全国調査」（2015 年１月公表） 
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３．商工会議所ＬＯＢＯ調査における従業員ＤＩ（人手不足感）の推移 

・ 全産業合計の従業員ＤＩは､2015年１月時点で12.6と､３年間で14.8ポイント上昇｡ 
・ 業種別にみると、建設業、サービス業、小売業、製造業で人手不足感が強く、卸売

業では人手過剰となっている。

・ 先行き見通しでは、小売業、サービス業でさらに人手不足感が強まる見込み。

■従業員ＤＩ（前年同月比）の推移

2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 
先行き見通

し

１月 ７月 １月 ７月 １月 ７月 １月 ２～４月

全 産 業 ▲ 2.2 ▲ 0.8 ▲ 0.6 4.6 11.2 11.6 12.6 13.1 

建  設 ▲ 4.3 ▲ 1.3 5.3 16.7 31.5 22.8 17.4 16.6 

製  造 ▲ 5.5 ▲ 3.3 ▲ 9.2 ▲ 3.4 4.1 5.1 11.0 9.9 

卸  売 ▲ 6.0 ▲ 5.7 ▲ 6.1 ▲ 6.4 1.2 2.5 ▲ 3.0 ▲ 4.3 

小  売 0.8 ▲ 0.8 1.4 1.4 6.3 10.6 14.9 17.1 

サービス 1.1 4.5 5.4 5.4 13.5 16.1 16.3 18.6 

ＤＩ＝（不足の回答割合）－（過剰の回答割合）

４．地域資源である観光・農林水産業を活かした地域活性化事例 

（１）産業観光・夜景ツアーを造成〔徳山、光、下松、新南陽商工会議所（山口県）〕 

・ 県内４商工会議所が連携し､地元の工場見学と観光を組み合わせた

夜の「産業観光ツアー」として周南沿岸コンビナートの光の輝きを

活用した事業を実施。コンビナートを冠した土産品の開発や歴史探

索コースの新設などに事業が広がっている。

（２）農商工連携で新ショウガの「ジンジャエール」を開発〔和歌山商工会議所〕 

・ 和歌山市の特産品で､生産量全国第２位の新ショウガに着目し､和歌山商工会議

所、ＪＡわかやま、和歌山市農業委員会が新感覚のジンジャエール『生姜丸しぼ

り WakayamaGinger Ale』を開発。県が認定する「プレミア和歌山」に認定。 
・ 累計 200 万本以上、３億 2000 万円以上の売上（2013 年時点）。１本 180 円。 

関西エリアの郵便局でのカタログ販売のほか、ANA の機上飲食サービスにも採用。 

資料：日商「商工会議所 LOBO（早期景気観測）調査」 
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５．新幹線整備前倒しによる企業動向等の変化の事例 

（１）北海道新幹線 

・ 2015 年１月８日に、「函館－札幌」間の延伸が現行計画より５年早い 2030 年度とす

ることが正式公表され、地元では、企業の設備投資や不動産取引、人の流入などが活

発化することへの期待感が高まっている。【札幌商工会議所コメント】 

（２）リニア中央新幹線 

・ 愛知県の 2014 年７月１日時点の基準地価は、住宅地と商業地がともに２年連続で上

昇。商業地では、2027 年のリニア中央新幹線の開業に向けて再開発の進む名古屋駅周

辺で上昇が目立った。【2014 年９月 18 日付日本経済新聞】 

・  また、名古屋鉄道、近畿日本鉄道、三井不動産は、2027 年までに、名古屋駅に地上

50～60 階建ての大型複合ビルを建設・開業する。【2014 年 12 月 27 日付日本経済新聞】 

６．規制・制度改革を求める地域の声 

・ 日本商工会議所は、各地商工会議所会員企業から規制・制度改革を望む現場の生の

声をヒアリングし、「規制・制度改革の意見」として取りまとめ、政府の規制改革会議

等に提出（第１弾：2013 年 5 月／第２弾 2014 年 5 月）し、実現を求めている。 
※｢中小企業の活力強化・地域活性化のための規制・制度改革の意見 50｣（平成 25 年

５月 15 日）http://www.jcci.or.jp/news/jcci-news/2013/0516180229.html 
※｢中小企業の活力強化・地域活性化のための規制・制度改革の意見 30｣（平成 26 年

５月９日）http://www.jcci.or.jp/recommend/2014/0509110952.html 

（１）実現した要望事項（主な例） 

① 地域における消費喚起や地域経済循環に大きな効果をもたらす

プレミアム(付き)商品券を商工会議所が発行する場合は、保証金

の供託が不要に。

② 地域の高齢者や観光客の回遊性向上等のため､輪島商工会議所が

ゴルフカートを改良し４人乗り電動カート（エコカート）２台が

公道走行に必要なナンバーを 2014 年 11 月に全国で初めて取得。 
③ 地域ブランドづくり促進のため､商標法が改正され､地域団体商

標の出願人に商工会議所が追加。

（２）未実現のため働きかけを行っている要望事項（主な例） 

① 運輸業の人手不足対策として高校新卒者が就労しやすいよう、中型免許の取得年

齢要件の緩和。

② 農業の６次産業化を全国で一層推進するため、国家戦略特区で認められている農

家レストラン設置の特例措置を全国に適用。

以上 




